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adequacyin4017Japanesefemaledieteticstudentsaged18-20years:amulticenter
cross-sectionalstudy.JEpidemiol2016;:accepted.やKuriyamaNet.al.:Development
























































































































































































































































































































































































































































































































































































Japanese junior high school students.International Journal of Science and
MathematicsEducation,15（PublishedOnline）
Ⅵ　研究費
544
研究費利用率：100％
（4）萌芽的研究助成費
総合経営学部　総合経営学科
成　　耆政
・申　請・
研究課題名：第4次産業革命による地域経済パラダイムの変化
研究の目的：問題意識
　　　　　　　2016年1月にスイスで開催されたダボスフォーラムでは第4次産業革命に対する期待と憂
慮が交差した。この第4次産業革命はすべてがつながった統合システムとして、知能型CPS
を構築するようになる。これにより、経済的効率と生産性は飛躍的に高まる一方、雇用の不
安定や富の不平等の深化などをもたらし、労働市場における超過供給現象を引き起こし、
社会的に大きな不安要素になり得る。
　　　　　　　そして、第4次産業革命は製造業のサービス化の拡散、製品のシステム化の拡散など既
存の経済・産業パラダイムを大きく変化させる。このような社会では、人工知能、3Dプリン
ティング、ロボット、IoT、センサーテクノロジー、ビッグデータ、メーカー、自律走行車などが
キーワ ドーになるであろう。
　　　　　　　そこで本研究では、既に到来しつつある第4次産業革命時代における地域経済のパラダ
イムの変化について探ることが主な目的である。
　　　　　　研究の進め方
　　　　　　　本研究の遂行のために、まず第4次産業革命のフレームワークとして、第4次産業革命の
実態と技術について、既存の資料、各種文献、論文などに基づいて詳細に把握する。第2に、
とくに、韓国を訪問し、国立慶北大学の金兌鈞教授、韓国農村経済研究院の金泰勲室長、
そして農林水産食品技術企画評価院の金民錫研究員などと意見交換と資料収集などを行
う。旅行期間は1週間程度と見込んでいる。第3に、以上のことをふまえ、第4次産業化が地
域経済にもたらす変化についてまとめ、政策的提案を行う。
　　　　　　期待される成果など
　　　　　　　本研究により期待される成果などは、韓国の専門家との意見交換より得た情報はこれか
らの日本における4次産業革命がもたらす地域経済の変化の姿を予想するに大いに参考に
なると思う。これにより地域経済、とくに地域農業経済への変化などを容易に予想すること
が可能になる。そして、地域経済の活性化のための良い提案が可能になろう。
・報　告・
研究成果　：　2016年1月にスイスのダボスで開催された第46回世界経済フォーラム（WEF）の年次総
会ではメインテーマとして｢第4次産業革命の理解（Mastering theFourth Industrial
Revolution）｣が取り上げられ、活発な議論が行われた。この結果、第4次産業革命に対す
る期待と憂慮が交差した。この第4次産業革命はすべてがつながった統合システムとして、
知能型CPSを構築するようになることである。これにより、経済的効率と生産性は飛躍的に
高まる一方、雇用の不安定や富の不平等の深化などをもたらし、労働市場における超過供
給現象を引き起こし、社会的に大きな不安要素にもなり得る。
　　　　　　　そして、第4次産業革命は製造業のサービス化の拡散、製品のシステム化の拡散など既
存の経済・産業パラダイムを大きく変化させるようになる。このような社会では、人工知能、
3Dプリンティング、クラウド、モバイル、ロボット、IoT、センサーテクノロジー、ビッグデータ、
自律走行車などの第4次産業革命の主要技術が経済社会のパラダイムのシフトをもたらす
であろう。
　　　　　　　本研究では、既に到来しつつある第4次産業革命時代において、その主要技術が地域経
済のパラダイムにどのような変化（シフト）をもたらすのかについて探ることが主な目的であ
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る。
　　　　　　　本研究の遂行による主な成果としては、まず第1に、ダボス会議で議論された成果をふま
え、第4次産業革命の概念的フレームワーク（定義、論点、主要先進国の動向と政策的支援
など）を明らかにしたことである。第2に、第4次産業革命により社会諸分野（経済、産業、
金融、農業・食品、教育、雇用、医療、観光など）における変化・変革を明らかにしたことで
ある。すなわち、明らかに技術革新（ベンチャー企業、研究開発など）が進展しており、新た
なビジネスモデル構築の必要性、そして、ICT分野・IoT関連分野を中心に活発なM＆Aの
動きなどを提示することができる。第3に、ベーシックインカム（BI）制度導入の提案などを
あげられる。このベーシックインカムの課題と可能性等については次年度以降の研究課題と
して残していきたい。
学会発表等：予定なし
論文執筆等：成耆政｢第4次産業革命と未来の教育システムの変革｣『教育総合研究』創刊号、松本大学、
2017年11月30日、67〜90頁
研究費利用率：100％
人間健康学部　健康栄養学科
矢内　和博
・申　請・
研究課題名：食・観光総合研究所設立の仕組みづくり
研究の目的：〈課題意識〉
　　　　　　　食を通じた地域貢献の基盤を作り、アルクマそばをはじめとする成果が少しずつ
出てきている。これを通じ、単なる商品開発による地域貢献はその成果がほとんど
期待できず、一過性のものであるとの認識が深まった。よって、当初より掲げてき
た、問題解決型の研究開発をさらに進めていくため、素材の発掘、分析、開発、商
品化、プロモーション等の活動を今後も進めていく。また、6次産業推進事業を通じ、
1次、2次および3次産業の連携も構築できつつあり、商品を通じ1次産業の活性化と
その産物を観光客誘致に利用できる下地が出来上がってきつつある。
　　　　　　　現在取り組む6次産業推進事業を産学官連携、また高大連携事業に発展させ、さら
なる地域貢献を目指すものである。さらに、本学が長野県の食と観光の拠点となる
べく実績を今後も展開していくことが重要である。長野県の特産はやはり蕎麦であ
る。蕎麦が有効に活用された商品、しくみ等において多くのアイテムを持つことが
今後の地域振興、観光振興においても重要である。
　　　　　　〈研究の進め方〉
　　　　　　　現在、進行している有限会社斉藤農園を安曇野市の観光拠点として整備するため、
本学の食および観光のツールを生かした事業展開を、学生の教育の場としての活用
も踏まえて行っていく。
　　　　　　　本事業遂行に当たり、平成26年度JR東日本、アルピコ交通株式会社、株式会社まるたか
など、食品企業、観光業、および行政等とのつながりを深め、ツアー企画や商品開発など実
際の事業展開を行ってきた。その中において、斉藤農園を環境拠点として整備する案や当
農園の産物を利用した商品開発に当たり、近隣事業者との連携、開発の話が進んでいる。
食と観光の拠点を整備することは、本学の学部構成上においても非常に有意である。以上
の点を踏まえ、将来構想と位置付ける食・観光総合研究所設立に向け、平成27年度は次の
内容にいて進めていく。
　　　　　　　平成29年度は、蕎麦のゼロミッションへの取り組みを実施したい。蕎麦製粉時に大量に
廃棄されるそば殻を燃料ペレットに加工し販売する事業化に向けた研究開発を実施したい。
本件は、株式会社王滝の社長に提案し、グループ店舗におけるそば殻燃料ペレットの使用
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について協力をいただいている。また、渡会製粉からはそば殻が供与される。本事業は有
限会社斉藤農園にて実施し、生産技術開発ができれば、障害者就労および子育て支援に
おける雇用の創出に寄与できると考える。
　　　　　　〈期待される成果〉
　　　　　　　安曇野市における松本大学の地域貢献活動を県内外に商品を持ってＰＲすることができ
る。
・報　告・
研究成果　：リンゴパウダーEX商品化
　　　　　　　リンゴの加工事業の設立に向け、規格外リンゴの高次利用法の開発を行った。安曇野
カットリンゴを先行で開発したが、加工後の褐変抑制の条件設定を終了した。1%クエン酸
水溶液に3分間浸漬により、褐変を抑制した。なお、2%クエン酸水溶液での処理では、果
肉の軟化により品質の低下を招いた。
 クエン酸処理直後 クエン酸処理3時間後
　　　　　　　カットリンゴ製造において廃棄されるリンゴの皮をパウダー化し、リンゴパウダーEXを商
品化した。リンゴの皮を2%クエン酸水溶液で1分間洗い、軽く脱水し真空パック後に15分間
沸騰水中に浸漬した。冷却後、冷凍処理を行った。本品は、随時フリ ズードライ処理し、パ
ウダー化した。
　　　　　　　本品をリンゴパウダーEXと称し、リンゴバ
ターキャラメルの素材として提供した。なお、
リンゴバターキャラメルはネクセリア東日本、
あづみ野食品との共同開発で、4月24日に発
売され、長野県内NEXCO東日本管轄のSA、
PAおよび銀座NAGANOで発売中である。
また、カットリンゴを用いたリンゴ甘納豆の
開発を行った。あづみ野食品（販社）、株式
会社ちさと東（販社）、林製菓株式会社（製
造）との共同開発となった。平成30年度中に
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商品化の見込みである。林製菓は甘納豆の製造メーカーで、その製法を応用し、リンゴを使
用した甘納豆の開発を行った。リンゴジュ スーの商品化として、安曇野市のリンゴ農家様より
ご紹介いただいた大町農産物加工組合（代表峰村様）でリンゴジュ スーの製造を行った。
　　　　　　　リンゴジュ スーは、リンゴの皮を剥き（リンゴパウダーEXへ）と芯を抜いた実の部分のみ
を絞ったものである。180mlと1Lの2タイプを開発し、販社としてあづみ堂様との共同開発と
し、あづみ堂本店で試験販売を行った。ジュ スーについては商品本体の利益率が高いこと、
販社の協力により安定的に販売できること、さらに完全委託加工が可能で、リンゴパウダー
EX用の皮の調達が可能なことから、複数事業の展開がきたされることとなった。
　　　　　　　当研究室では、そば、ワサビに続き、長野県の主要農産物であるリンゴの有効活用につい
て一定の成果をあげることができた。
　　　　　　　本事業は引き続き継続していく。本研究内容を平成30年度の事業成果とともに学内誌へ
の掲載を目指す。
学会発表等：なし
論文執筆等：なし
研究費利用率：98.9％
人間健康学部　スポーツ健康学科
新井　喜代加
・申　請・
研究課題名：国際水準を満たす日本のスポーツにおけるセクシャル・ハラスメント防止ガイドラインの策
定に向けて
研究の目的：　2020年東京五輪の開催が決定したものの、競技種目の開催地の問題等クリアすべき問
題が山積している。スポーツにおけるセクシャル・ハラスメントの問題はそこに含まれている
と言える。先行研究は、セクシャル・ハラスメントが競技者のスポーツの参加・継続を閉ざし
てしまう大きな要因の1つであると指摘し、全日本女子柔道部監督から暴力的な指導を受
けていた女子部員らが指導者らを告発した事件や五輪金メダリストである大学女子柔道部
指導者から性暴力を受けた女子部員が提訴し、実刑判決が下された事件等は氷山の一角
であると言う。競技者のスポーツ参加を妨げ、ひいてはスポーツの普及・振興及び文化の発
展を後退させるセクシャル・ハラスメントは早急に解決されなければならず、多くのスポーツ
団体はセクシャル・ハラスメント対策を含む倫理規定を策定したり、セクシャルハラスメント
等を断固として許さないとする宣言等を表明しているが、国際的なレベルから見れば対策と
して即実践可能な具体策レベルには達していないといえる。そこで、本研究は、国際水準を
満たすスポーツにおけるセクシャル・ハラスメント防止ガイドラインの策定の一助になること
を究極の目的として、具体的には日本のスポーツ団体が策定するセクシャル・ハラスメント防
止ガイドラインがカバーすべき事項を提示することを目指す。このような研究は、2020年東
京五輪に向けて、「山積している問題」の1つを解決するだけでなく、「世界水準のスポーツ
環境づくり」にも貢献すると期待される。
　　　　　　　平成28年度は、米国の体育及びスポーツにおけるセクシャル・ハラスメントを禁止するタイ
トルⅨ（TitleIXoftheEducationAmendmentsof1972）の判例研究を行ってきた。平成
29年度は、行政執行機関である連邦教育省が発行してきたセクシャル・ハラスメントに関す
る方針の分析調査を実施したいと考えている。さらに、これらの結果を纏め、タイトルⅨのも
と教育関係組織やスポーツ団体がどのようなガイドラインを策定し、どのようにセクシャル・
ハラスメント対策を実践しているかということを調査したいと考えている。これらの結果を
踏まえて、最終的には、日本のスポーツ団体のセクシャル・ハラスメント対策の現状を把握し、
セクシャル・ハラスメント防止ガイドラインを検討したいと考えている。平成28・29年の一連
の研究で基礎固めをし、それ以降の研究は、平成29年度科研費を申請・獲得して継続した
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いと考える。
・報　告・
研究成果　：　これまで、研究者は、大学競技スポーツにおけるタイトルⅨの実施過程を明らかにする研
究に取り組んできた。タイトルⅨ（TitleIXoftheEducationAmendmentsof1972）は、ア
メリカ合衆国連邦政府から支援を受ける教育プログラムにおける性差別を禁じ、体育及び
スポーツを教育プログラムの一環と捉え、学校競技スポーツプログラムにおける性差別も禁
じてきた。タイトルⅨの禁止する性差別には、参加機会の男女不平等、セクシャル・ハラスメ
ント等が含まれるが、研究者はとりわけ前者に焦点をあて、同法が男女平等を実現するため
にどのような原理原則及び基準を大学対抗競技スポーツに適用してきたのかを考察した。
その結果、同法が教育機関に対して大学学生数の男女比に相当する競技者数の男女比を
求め、女子の参加機会の拡大を図り、男女平等化を進めてきたことを明らかにした。
　　　　　　　前年度は、上記研究を一歩進めて、「男女」という性二分法のカテゴリーに上手く当ては
まらないトランスジェンダー学生の競技スポーツの参加機会に注目した。一般的に「性差別
の禁止」という言葉は、「女性に対する差別の禁止」を意味すると考えられ、タイトルⅨもそ
れを目的として1972年に制定された。そこには、「男女」を前提とする政策展開が推測され
るが、性二分法のカテゴリーに収まらないトランスジェンダー学生の参加機会を保障するた
めに、タイトルⅨはどのように実施されるのかについて明らかにしようとした。その結果、
2016年5月13日に連邦教育省は教育機関に対してトランスジェンダー学生に性自認と一致す
るトイレ、ロッカールーム、シャワールーム等の使用許可を求める指針を発表したが、性自認
と一致する競技スポーツプログラムの選択許可を求めなかったことが明らかとなった。また、
トランプ政権（2016年1月20日〜現在）下において、連邦教育省は2017年2月22日に2016年
の指針の撤廃を発表し、トランスジェンダー学生の不可視化の傾向が強まっていることも明
らかとなった。
　　　　　　　そこで今年度は、当初の研究計画の一部を明らかにすべく、上記を踏まえ、トランスジェ
ンダー学生の不可視化を強める動きとそれに抵抗する動きにおけるトランスジェンダー学生
の競技スポーツの参加機会を保障するための基準について考察することを目的した。その
結果、以下のような知見を得た。①トランスジェンダー学生の競技スポーツの参加規定は、
NCAAに限って言えば、ホルモン療法など条件付きで性自認と一致した性別カテゴリーで
競うことを認めている。②ホルモン療法規定は、スポーツ統括組織にトランスジェンダー学
生の身体への医学的介入を許し、学生を男女のカテゴリーに当てはめるために身体の変化
を強いるだけでなく、経済的負担も強いる。③今後は、教育的観点から、NCAAにおいて
は性自認と一致するカテゴリーで競える規定に改正すべきであり、トランスジェンダーの可
視化をサポ トーする動きがそのあと押しとなりうるか、国家権力の動態と共に注目したい。
学会発表等：なし
論文執筆等：成果の一部が次に掲載される予定である。新井喜代加「高校野球に女子生徒は参加すべ
きか」石堂典秀・建石真公子（編）『スポーツ法学への扉（仮題）』法律文化社
研究費利用率：99.9％
教育学部　学校教育学科
今泉　　博
・申　請・
研究課題名：主体的・対話的な深い学びは、どうしたら可能になるか
研究の目的：　2020年度から実施されていく予定の新学習指導要領においても、主体的対話的深い学
びということが強調されている。その提案自体は積極的な意味を持っているように思われ
る。しかし現場では機械的な練習・習熟中心の「勉強」から脱しきれていない状況がかなり
見られる。いったいそれはなぜなのか。
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　　　　　　　そこには、いくつか検討しなければならない問題がある。その一つは、基礎・基本と活
用・応用を分離する考え方である。「基礎的な・基本的なことは、とにかく身につけることで
ある。その上で活用・応用を考えればよいのである」といった考え方がまだまだ根強い。こ
の考え方は、現場にかなり浸透しているように感じられる。思考力・判断力が強調されてき
たにも拘わらず、未だに機械的練習・習熟中心の授業がかなり行われている。その考え方に
は、「基礎的・基本的なことは簡単だ、そんなに思考力・判断力を必要としない」というよう
な間違ったとらえ方があるように思われる。
　　　　　　　しかし私自身は、これまでの自らの授業実践から、基礎的基本的なことの学びには、高
度な思考力と判断力が求められると実感している。基礎・基本と活用・応用を機械的に分
離しないことの方が、主体的対話的深い学びを創ることにつながっていくはずである。
　　　　　　　研究全体としては、どうしたら主体的対話的深い学びが可能になるか。その条件を、私の
実践や全国のすぐれた実践をもとに探っていく。
　　　　　　　いま2020年度から実施予定の新学習指導要領について、どう対応していくのか、どこの
学校でも不安が高まっている。主体的対話的深い学びが明らかになれば、現場の教育実践
に大きく貢献することになる。
　　　　　　　できれば、松本市内の学校の授業も参観させていただきながら、研究を進めていきたい
と考えている。
・報　告・
研究成果　：　日本教育学会中部地区と中部教育学会との共催で、昨年7月15日に名古屋大学で公開シ
ンポジウムが行われた。
　　　　　　　朝日大学の豊田ひさき氏から、東井義雄の授業実践における生活綴り方的教育方法に
ついての報告があった。豊田氏が東井義雄氏の教育実践に着目し、今日的な意義を明らか
にしたことは、重要であった。地域を一貫して重視し、実践された東井氏から、学ぶべきも
のはたくさんあるが、「『学習のつまずき』を大切にしていくなら、『子ども』という奴を支え
ている彼らの論理の鉱脈に迫り得る」という捉え方や、「できない子どものできない悲しみ、
きるようになりたいねがいは、できる子どもの伸びたいねがいの何層倍かもしれない」とい
う子どもの深い理解と発達可能性に対する信頼からも、深い教育思想を読み取ることがで
きる。
　　　　　　　現在「主体的・対話的で深い学び」（アクティブラーニング）ということが強調されいるが、
東井氏は当時からすでに、「主体的・対話的で深い学び」を実践していたことを、朝日著作
を通して明らかにしている。シンポジウムに参加し、地域と教育とのつながりや主体的・実
践的な学びを創造していく上で、今の段階でもう一度、東井氏の実践と理論から学ぶ必要
性を実感した。
　　　　　　　秋田大学附属小学校の公開授業で、印象に残ったのが、国語の授業であった。
　　　　　　　国語の授業で扱っていたものは、「花を見つける手がかり」（吉原順平・文）という教科書
に出ている説明文であった。「もんしろちょうは、花に止まって、そのみつをすいます。いっ
たい、もんしろちょうは、何を手がかりにして、花を見つけるのでしょうか。花の色でしょうか。
形でしょうか。それとも、においでしょうか。」と、疑問を投げかけることから説明文は始
まっている。この疑問を解くために日高敏隆先生と東京農工大学の方々が挑んで明らかに
なったことをもとに説明文が書かれている。この日の授業のねらいは「筆者の推理の叙述に
着目し、消去法用いた推理型の論理展開の工夫を『対話』を通して明らかにしていくことで、
説得力が高まったり、読み手の興味・関心を高めたりする効果について理解する」というこ
とであった。「始めに三つの候補を書く工夫には、どのような効果があるのだろうか」という
教師の問いに対して、「三つの問いがあることで、読者が考えやすい」「最後に答えがあるか
らクイズみたい」「ちがうものを一つ一つ切り捨てていくのに感心、納得する」などの意見が
出される。実験を通して、もんしろちょうが花を見つける手がかりは、形ではない。においで
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もないと、消去され、絞り込まれていき、読者は色であることを納得していく。そのような実
験や論理の展開に感心する。子どもたちは、選択肢を絞り込んでいく消去法の効果を学ぶ
ことができた。この時間のねらいからして、仕方がないことのだろうが、もっと説明文の表現
に即してイメージを豊にしていくような授業にできないものかと感じられた。最近の説明文
の指導は、形式や書き方・表現の仕方に流れているような気がしているからだ。
　　　　　　　香川大学附属小学校の公開授業で興味深かったのは、理科の授業であった。3年生と5
年生の授業があまりに違っていた。教師の教材研究に対する深さの差であると感じた。3年
の理科の授業では、砂糖や氷砂糖やザラメ、塩やデンプンなどさまざまなモノの重さ比べ
をしていた。同じ体積でないと比較できないことから、同じ大きさのカップにすり切り入れ
て、どちらか重いかを天秤などを使って確認していた。子どもたちは、どれが一番重いのか、
順番をつけようとしていたが、はっきりしないまま授業が終わってしまった。学習の問いが子
どもたちのものになっていないように感じられた。そんなこともあり、集中がうまれず、緊張
感に欠けていた。
　　　　　　　5年の理科は、子どもたちも集中して、溶けるとはどういうことかをめぐって、実験し議論
しながら深めていっていた。子どもの考えを引き出し、子どもたちが共感・納得することを大
事にして授業を進めていた。教師の溶解にについての教材研究がしっかりしていることが、
授業からも読み取ることができた。
　　　　　　　お茶の水女子大学お茶の水女子大附属小学校では、文部科学省研究開発指定校として、
「てつがく」という教科を設け実践・研究をしていることは、知っていた。3年次にわたる研
究と実践がどういうものであるかを直接観てみたいと思い、公開授業・研究会に参加してみ
た。5年の｢『かたち』について考えてみよう｣という「てつがく」の授業であった。子どもが司
会し、話し合いが進んでいった。子どもたちが問題にしたのは、触ったり、目に見えるものが
形あるものではないのか。そのどちらかの条件を満たしていれば、形があると言えるのでは
ないか。子どもたちがテレビに映っている富士山などは、形はあるが、実物ではない。した
がって直接触ることはできない。実物と像の関係についても議論がされた。教師は子どもた
ちの意見を聞いてはいるが、数回アドバイスをしただけだった。もっと教師が関わり、子ども
たちの意見を整理し、対立点などをはっきりさせていけば、さらに深まったように思われる。
授業を参観しながら、「てつがく」という教科をつくる必要があるのかどうか、むしろ各教
科の中で「てつがく」することを重視して実践すべきではないかという根本的なことを考え
させられた。子どもたちの切実な問いではなく、抽象的な議論に終わっているように感じら
れた。
　　　　　　　2017年11月18日（土）に第4回和光幼稚園・和光小学校合同公開研究会が開催された。
私自身も以前、この学校の公開研究会の助言者をしたことがある。世田谷区にある、生活
教育で全国に知られている私立の幼稚園・学校である。その後、どのような実践が行われて
いるか楽しみであった。今年度の研究の中心は、算数ということであり、「提案授業」は低、
中、高学年いずれも算数であった。理科や国語、体育、総合などの授業も行われたが、「提
案授業」をもとに「検討会」が行われることもあり、算数を中心に授業を参観させていただ
いた。
　　　　　　　「提案授業」のひとつであった1年の「くりさがりひき算」の授業が印象に残った。
　　　　　　　授業は、教師が「たまごが12こあります。りょうりするのに9こつかいました。のこりはなん
こですか」という文章題を書くことを目的に始まった。子どもたちにとっては、今回が初めて
の「くりさがり」の授業であった。文章題の「つかいました」「のこりはなんこですか」という
言葉から、子どもたちはひき算であることを容易に読み取っていった。したがって式は、「12
こ－9こ」になることは、すぐ解った。
　　　　　　　しかし実際にこの問題を解こうとすると、子どもたちは困ってしまう。1の位には2個のタイ
ルしかないのである。そこから9個のタイルをとることはできない。さてどうする？子どもたち
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はタイルを使って考えるのである。
　　　　　　　子どもたちのほとんどは、最初は《十の位》に「ほんのタイル」（ほんのタイル：仕切りのな
い一本のタイル）を一本置き、《一の位》に「このタイル」（このタイル：ほんのタイルを10等分
したひとつ分の大きさ）を2個置いている。
　　　　　　　ここから子どもたちのやり方は、3つぐらいの方法に分れた。
　　　　　　　ひとつのやり方は、十の位のほんのタイルを一の位に持っていかず、十の位で10個のタイ
ルに換えてしまうものだった。そして、そこから9個ひいて、1個残るから、それを一の位に
持っていき、もともと合った2個のタイルと合わせて3個だとするやり方だった。一応この考え
方は、あとでふれるようにおかしな点はあるが、減加法といえる。
　　　　　　　二つ目のやり方は、一の位の二個から二個とり、十の位の1本を十の位でバラし、10個のこ
のタイルに換え、そこから7個ひいて、のこりは3個だと主張する子たちの考え。これは、減減
法と言えるものである。
　　　　　　　三つ目は、1本のタイルを十の位の中でバラすことはできない。なぜなら、このタイルが入
れるのは一の位だから、、一度十の位の一本のタイルを一の位に移し、一の位で10個にす
べきだと主張する子どもたちの考えである。その10個から9個ひくと、1個残る。それにもとも
と一の位にあった2個のタイルと合わせて、3個になるというのであった。
　　　　　　　この三つ目の考え方が、「くり下がり」を的確に説明したものであったが、十の位で10個に
バラすやり方をした子どもたちは、「一本のタイル」と「このタイル」を10個つないだタイルは
同じ長さだから、十の位でひいても問題はないと主張。議論は盛り上がり、ここで結論を出
すことは難しいと教師は判断し、次回さらに議論することを確認してこの日の授業を終えた。
　　　　　　　検討会でも、「くり下がり」の必要性（十の位のほんのタイルを一の位に引っ越すこと）を
子どもたちが実感するには、どうすればよかったかに議論は集中した。
　　　　　　　タイルだけで指導するのではなく、タイル図と筆算の式をしっかり対応させて、2から9は
引けないことをしっかりとらえさせれば、十の位の1本を一の位に持ってくる（くり下がり）こ
とがはっきり子どもたちは認識したのではないかという意見が出された。私も、「引けるは
ずだけど、このままでは引くことができない。その矛盾を解決する方法がくり下がりである。
先生が、一本のタイルを10のタイルと何度か話されていましたが、ほんのタイルという言い方
で一貫した方がよかったのではないか」と発言させていただいた。
　　　　　　　子どもたち意欲的に学習に参加していた。一年生としては、とてもよく育っている。教師た
ちが自由な雰囲気のなかで、創造的に実践できていることが、子どもたちに大きく反映して
ように感じられた。
　　　　　　　明星学園の教育実践は、これまでも多くの教師・研究者から注目されてきたところである。
今回の研究テーマは、学習者が自ら問い、自ら学ぼうとする姿勢を身につけるためには、
「学習者」―「授業者」間のやり取りだけではなく、「学習者」相互の集団的な学習の場を
どのように構築できるかが重要な鍵を握っているととらえ、これまでよりさらに一歩進めた
実践をめざしている。
　　　　　　　午前中に各学級2コマの授業を行った。私は、先日観た和光の実践と比較して学ぶとい
う観点から、1年生のくり下がりのひき算の授業と、4年生の小数×小数の授業を参観した。
　　　　　　　低学年のくり下がりでは、和光でも明星でもタイルを使っていたが、明星の場合は習熟の
段階ということもあり、実際のタイルはその授業では使わず、頭の中でタイルをイメージ（頭
の中のタイルのことを、「透明タイル」と言っていた）し、タイルを動かす操作を言葉で子ども
たちが行っていた。どの子もくり下がりの意味をしっかり理解していた。
　　　　　　　4年生の小数同士のかけ算は、文字通り一時間目の最初の授業であった。どんな方法で
もよいので、答えを出すことに挑戦してくださいという教師の指示で、子どもたちはさまざま
な方法で挑んだ。しかし時間内に、答えまで行き着く子はいなかった。タイルで考え、迫るこ
とにした方がよかったように感じられた。
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　　　　　　　午後の検討会では、くり下がりの概念の指導や小数同士のかけ算の導入をめぐって議論
が盛り上がった。授業からも、学びの共同性づくりが意識されていることが感じられた。
　　　　　　　「主体的・対話的な深い学び」にするような授業をめざすには、教材になり得る素材を発
掘し授業化していくことは欠かせない。当面は歴史、その中でも縄文時代に絞って教材を
考えていくことにした。なぜ歴史なのか。それは歴史が過去の出来事を暗記するような勉強
になってしまっていたからである。そんな歴史学習を大転換したい。推理・想像し対話・討
論し、子どもたちがわくわく楽しく学べる歴史学習をめざしたいからである。そんなことから
縄文時代の遺跡に出かけ、資料を集めたり、学芸員などから話を聞くことを続けている。昨
年度は、世界遺産登録を目指している北海道道南（函館空港遺跡、南茅部遺跡）と東北
（三内丸山遺跡）に出かけ、教材になりそうな発掘物や事実などをあらためて見てきた。
　　　　　　　来年度、平成30年度は長野県の遺跡を回り、引き続き縄文時代の教材になりそうなもの
を探すことにしている。それらをもとに、学生が教材を発掘し、それをどう授業化するかが
解るような資料を作成していく予定である。
学会発表等：なし
論文執筆等：・「どうすれば深い豊かな学びが可能になるか―アクティブラーニングとの関連で―」（松
本大学教育総合研究創刊号）
　　　　　　・「教師をめざす学生の不安と課題―『教職論』の授業から見えてくること―（松本大学
研究紀要第16号）
研究費利用率：100％
小島　哲也
・申　請・
研究課題名：松本大学における障がい者雇用の推進に向けた予備研究
共同研究者名：社会進出支援センター委員（小林、内藤、國府田、斉藤の4名）
研究の目的：　障がい者がごく普通に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現する
ためには、職業による自立を促進することが重要である。少子高齢化が急速に進む中、障
がい者が生産活動に寄与する機会が益々増え、地域社会への参加進出を促進するための
法整備や各種施策が進められるようになってきた。一方、大学においても障がい者の雇用
機会の実現と拡大を図り法的雇用率を確保することは重要な責務である。地域に開かれ、
地域に貢献するという社会的使命を担っている大学にとって、障がい者の雇用とその推進
はUSR（UniversitySocialResponsibility）の基本要件の一つであり、大学運営における人
事戦略の一環として長期的かつ継続的に取り組むことが求められている。
　　　　　　　そこで本研究は、松本大学教育学部開設に伴い新たに設置された社会進出支援セン
ターが今後果たすべき役割と機能、地域との連携のあり方、等について予備的検討を行う
ことを目的とする。具体的には、障がい者雇用において高い実績のある大学2校（本学と共
通する設置理念と同規模の県外私立大学1校、長野県内唯一の国立総合大学である信州
大学）を対象に、障がい者雇用に関わる各種取り組みの現地調査と情報収集を行う。また、
両大学の障がい者雇用担当者（研究者または人事担当スタッフ）を本学へ学外講師として
招聘し、公開講演会と研修会を実施する。
　　　　　　　大学は本来、職域や教育・研究内容の異なる多様な人的資源（ヒューマンリソ スー）を有
している。本研究を通して、松本大学が地域密着型の地方大学としてその資源と機能を十
分に発揮し、障がい者雇用を強力に推進するための具体的方策を提案する。本研究の成
果は、本学以外の地方大学、地域の企業・事業所における障がい者雇用の効果的モデル
を提示することが期待される。
・報　告・
研究成果　：　本研究では、社会進出支援センターが果たすべき役割と機能、今後取り組むべき
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課題を明らかにするための予備研究として、本学および他大学における障害者雇用
の状況に関する面談調査、および、特別支援学校（知的障害）における農業を活用
した教育実践と就労支援の取り組みに関する文献調査を実施した。
　　　　　　　障害者雇用の状況に関する調査では、本学（学校法人松商学園）、国立大学法人
信州大学、関東地域の学校法人A、および東京都内の学校法人Bを対象に、小島が各
機関を訪問して人事担当（または障害者雇用担当）者への面談による聴き取り調査
を約1時間実施した。主な聞き取り内容は以下の3点であった。①障がい者雇用の状
況（最近5年間）と今後の雇用計画；②障がい者の業務内容と就労支援体制（雇用実
績がある場合）；③障がい者雇用に関わる学内プロジェクトや教育研究、その他の
取り組み。
　　　　　　　上記調査の結果、信州大学を除く他の学校法人はいずれも国の法定雇用率（平成
30年2月時点で民間企業2.0%）を達成できていなかったが、障害のある職員（教員ま
たは事務職）を継続雇用するための環境整備や必要な配慮をそれぞれに工夫して
行っていることが分かった。社会進出支援センターでは現在、今回の調査結果や国
内の障害者雇用に関連する最近の動向をふまえ、学内における障がい者雇用と地域
の障害者の就労支援を推進するための事業計画を策定中である。今後、センターで
は地域密着型大学に求められる課題解決と新たな課題発掘に向けた取り組みを積極
的に行っていきたい。
学会発表等：宮地弘一郎・小島哲也・白神晃子（2017）地域企業と連携した学校農園プロジェクトの活動
成果と意義：信州大学教育学部における特別支援教育臨床実習の新たな取り組み　平成
29年度日本教育大学協会研究集会（愛知教育大学）研究発表
論文執筆等：小島哲也・宮地弘一郎・白神晃子（2018）信州大学における特別支援教育臨床実習の新た
な取り組み－地域企業と連携した学校農園プロジェクト－（松本大学研究紀要第16号、
pp.135-141）
研究費利用率：93.8％
小林　敏枝
・申　請・
研究課題名：幼児の運動能力・土踏まず・足趾圧について
　　　　　　障がい児の下肢アライメントとバランス能力
共同研究者名：中島弘毅（松本大学人間健康学部）
研究の目的：〈課題・目的〉
　　　　　　　近年、遊びの変化や生活環境の影響などにより、日本の子どもたちの体力低下が懸念さ
れている。障がいのある・なしに関わらず幼児期は運動発達において重要な時期であり、こ
の時期の基本運動の獲得が学齢期にも影響することはいうまでもない。
　　　　　　　特に障がいのある子どもたちの中には運動面の困難さがあり、幼児期に獲得されるはず
の運動技能が未獲得であることや、基本運動の獲得が学齢期になっても未熟であるとの
報告もある。運動面の困難さは見過ごされがちであり、運動発達への支援が遅れることも
ある。このような背景を踏まえて、障がいのある子どもたちの運動能力の実態を明らかにす
ること。さらに、姿勢や歩行能力に関係の深い「足裏測定」「下肢アライメント測定」を実
施し、土踏まずの形成・足趾圧の分析、動きのぎこちなさ、運動の姿勢のアンバランスなど
の実態を把握することを目的とする。
　　　　　　〈研究の進め方〉
　　　　　　　幼稚園2園、保育園1園の幼児を対象としての測定を行う。また、児童発達支援センターの
子どもを対象として足裏測定、下肢アライメント測定および運動発達アセスメントを行う。
　　　　　　〈期待される成果〉
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　　　　　　　土踏まずの形成・浮指の実態・下肢アライメントとバランス能力の関係等を明らかにする。
障がいのある子どもたちの体力・運動能力評価の先行研究は少ないことから、今回の研究
の分析は貴重な資料となることが予想される。幼児期の運動発達を促す関わりの重要性、
特に障がいのある子どもにとっては、運動発達は発達全般の軸をなし動きを通じて学ぶこ
とが多い。
　　　　　　　生活・遊びへの提案を行い、障がいのある子どもを含む幼児の運動発達（バランス能
力）の向上に貢献することが期待できる。
・報　告・
研究成果　：　本年度の調査実施状況は、定型発達児のバランス能力の測定の実施という目的も
あり、幼稚園1園の幼児を対象としての測定を行った。また、継続測定している児童
発達支援センターの子どもを対象として下肢アライメント測定および運動発達アセ
スメントを実施した。
　　　　　　〈調査・測定内容〉
　　　　　　1．対象児：
　　　　　　　・N市児童発達支援センターに通園する年齢3歳から6歳の知的・発達障がい児30名を
対象とした。（平均年齢4歳9か月）
　　　　　　　・S市のH幼稚園児120名（定型発達児）（3歳から6歳）
　　　　　　2．測定項目
　　　　　　　①後足部アライメント
　　　　　　　②足裏測定（土踏まず形成度、足趾圧など）
　　　　　　　③ムー ブメント教育プログラムアセスメント（MEPA-R）（障がい児のみ）
　　　　　　　④開眼片脚立ち（定型発達児のみ）
　　　　　　〈結果〉
　　　　　　1．発達障がい児の約7割に踵骨外反を認めた。
　　　　　　2．そのうちの半数は片脚立位で外反が増強した。
　　　　　　　距骨下関節の緩さを反映している。この関節の緩さは下肢のバランスに直結する。
学会発表等：①加藤光朗、小林敏枝、林真利、中島弘毅、長谷川孝子：「発達障がい児後足部アライメン
トと片脚立位バランスとの関係」日本足の外科学会誌2017169－172pp
　　　　　　②小林敏枝、中島弘毅、加藤光朗：「発達障がい児の下肢アライメントとムーブメント教育
プログラムアセスメント（MEPA-R）の関係について」松本大学教育総合研究創刊号
33－42pp
論文執筆等：加藤光朗、小林敏枝、林真利、中島弘毅、長谷川孝子：「発達障がい児の後足部アライメン
トと片脚バランスとの関係（第2報）」第42回日本足の外科学会（愛知産業労働センター）
2017年11月9日
研究費利用率：99.6％
澤柿　教淳
・申　請・
研究課題名：昭和基地における南極観測の教材化に関する研究
研究の目的：課題意識
　　　　　　　1957年1月29日、第一次日本南極地域観測隊が昭和基地（東南極オングル島）での観測
を始めた。永く人類を寄せ付けなかった南極の厳しくも美しい自然の様子には、教室や教
科書だけでは学べないことや、反対に、これまで学んできたことの本質的な部分を再確認
させられるような事象を見出すことができる。そんな南極観測の成果や隊員たちの活動振
りの一端は、小学校国語科の教科書に掲載されている（柴田鉄治「国境なき大陸南極」
小学校6年国語科教科書学校図書）。
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　　　　　　　一方、小中高等学校の教育現場で教材として扱ったこのような事例は決して多くない。現
在、南極観測から得られた成果の一部がコンテンツとして提供されているが（例えば、「南
極の氷河」NHKfoｒSchool他）、それらの多くは分かりやすく工夫されているものの、や
や説明的な素材であると言わざるを得ない。
　　　　　　　今日、求められているのは、学習者の「主体的・対話的で深い学びの視点からの学習過
程の改善」（教育課程部会総則・評価特別部会資料12016.6.21）であり、それを実現するた
めの教材の開発であろう。
　　　　　　　そこで本研究では、昭和基地における南極観測にかかわる様々な活動や事象を対象に
教材化を図る。昭和基地開設から今年で60年となる歩みをひもときながら、そこに、学習者
自身が問いを見出し、主体的に解決していこうとする価値を実感できる教材を開発する。
　　　　　　研究の進め方
　　　　　　　以下、すでにいくつかの分野では教材化を終えている。今後、その数を順次増やしていく
予定である。
　　　　　　（1）南極観測に関わる映像や資料を収集し、以下の教科・領域等の枠組から教材化する。
　　　　　　　①理科極域特有の自然事象や生物たちの生態、岩石、地形等を素材に教材を試作する。
　　　　　　　②総合的な学習の時間地球温暖化、国際協力、廃棄物処理等を素材に教材を試作する。
　　　　　　　③道徳隊員たちの情熱、友情、失敗、チームワーク等を素材に教材を試作する。
　　　　　　（2）観測隊員へのインタビュー、及び、アンケ トー等を実施し、目には見えにくい素材を教材
化する。
　　　　　　　また、南極観測の関係者から聞き取った歴史的な事実等は、資料化して今後の教材化
に備える。
　　　　　　（3）試作した教材を活用した学習指導案集を作成する。その際、教室や教科書では学べな
い視点で、自ら問いをもって追究できるようにする。
　　　　　　期待される成果
　　　　　　（1）学習者の「主体的・対話的で深い学びの視点からの学習過程の改善」（教育課程部会
総則・評価特別部会資料12016.6.21）を実現するための教材開発、及び、授業開発の
一事例を示すことができる。
　　　　　　（2）教科等の学習と極域での自然事象等とを関連付けることで、本質的なことを学ぶ意義
や楽しさを学習者自身が自覚できる。
　　　　　　（3）南極観測60年の節目に、学校教材の視点から極域観測の歩みや成果をまとめ、今後、
地域社会へのアウトリーチ活動に活用することが期待できる
・報　告・
研究成果　：　本年度は、主に、「南極観測に関わる映像教材の作成」、「南極観測に関わる体験型教
材の開発」、「地域活動での試作・普及」、「小中学校における教育活動」に取り組んだ。
作成した映像教材は、小中学校の児童生徒や社会人対象の講演会で用いた。また、開発し
た体験型教材は、小学校での自然科学教室や地域活動等で用いた。
　　　　　　　結果、学習者が興味をもって主体的に取り組む姿が具現化された。また、地域活動にお
いて指導者の一員として携わった学生12名についてアンケ トーを行ったところ、「以前より
も科学や理科が好きになった」、「以前よりものづくりが好きになった」、「以前よりも南極に
対する興味が深まった」と全員が回答した。本取り組みが、学習者側（子供、社会人）、指
導者側（学生）双方において効果があったと考えられる。
　　　　　　・講演活動等
　　　　　　1）6月18日（日）東京都小金井ア トースポット小金井にて
　　　　　　　FENICS総会およびフォーラム「世界を変える教育：フィールド教育」発表
　　　　　　2）6月24日（土）富山県滑川市立滑川中学校にて
　　　　　　　特別南極授業「昭和基地からみる地球温暖化と富山の自然」講演
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　　　　　　3）9月2日（土）松本大学にて
　　　　　　　長野県栄養士会研修会「南極の食卓風景から考えたこと」講演
　　　　　　4）9月22日（金）富山県滑川市民交流プラザにて
　　　　　　　福寿大学「映像に刻まれた54次隊の南極観測活動」講演
　　　　　　5）12月1日（金）富山県滑川市立早月中学校にて
　　　　　　　特別南極授業「教室も教科書もない南極で」講演
　　　　　　6）2月28日（水）富山県富山市立速星小学校にて
　　　　　　　特別南極授業「中学校へはばたく卒業生のみなさんへ」講演
　　　　　　　特別南極授業「新たなリーダ とーなる5年生のみなさんへ」講演
　　　　　　・地域活動等
　　　　　　1）7月15日（土）・16日（日）松本大学にて
　　　　　　　まつもと広域ものづくりフェア「南極へGO!」ブ スー開設
　　　　　　2）9月3日（日）松本市あがたの森公園にて
　　　　　　　第6回学都松本フォーラム「ペンギンの2足歩行模型作り」ブ スー開設
　　　　　　3）2月28日（水）富山県富山市立速星小学校にて
　　　　　　　自然科学教室「ペンギン型2足歩行模型を作ろう」ブ スー開設
学会発表等：日本教材学会「南極観測に関わる映像コンテンツに付加する体験型教材の開発」発表〜
映像コンテンツに付加する体験型（2017.10.21於：千葉県聖徳大学）
論文執筆等：共著での出版（「100万人のフィー ルドワーカーシリ ズー」古今書院）の予定
研究費利用率：99.1％
羽田　行男
・申　請・
研究課題名：投影法による心理査定の理論方法を用いた児童生徒理解
研究の目的：課題意識
　　　　　　　本年度本学で開催される教員免許状更新講習において、申請者は小学校教諭を対象に
「投影法を活かした児童理解」（＊）というテーマで授業をする。
　　　　　　　本講座開設の目的は、受講者が子どもの心的内界を理解するための理論や方法を習得
し、それを学校教育の場に活かすことにあるのだが、本課題研究では、これをさらに発展さ
せ、受講者たちを継続的に支援することをとおして、その教育実践の成果を検証する。具体
的には、投影法を活用した児童生徒の表現作品を参加者が持ち寄り、それにもとづいた事
例検討を行う。
　　　　　　（＊）「本講座は、児童の内面を深く感じ取り、正しく理解するための方法について学ぶことを
目的にしています。具体的には、言葉や描画による投影法（心理学）を教育方法として取
り上げ、子どもたちの心へのアプローチの仕方について、理論実践の両面から学習しま
す。学んだ内容については、受講者自らがそれぞれの教育場面に合わせて、柔軟に活用
することができます。」
　　　　　　研究の進め方
　　　　　　1．5〜6月 投影法に関する文献調査・講習会に向けてのプログラム作成
　　　　　　2．7/2（日）教員免許状更新講習「投影法を活かした児童理解」実施
　　　　　　3．8〜9月 更新講習の振り返り・芸術療法等研修会参加
　　　　　　4．10〜1月 更新講習受講者等を対象にした事例検討会の実施
　　　　　　5．2月 本研究課題の総括
　　　　　　6．3月 学内発表
　　　　　　期待される成果
　　　　　　　事例検討会をとおして、参加教員の児童生徒に対する理解力向上や行動変容が期待でき
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る。そして、このことが実践の質を高め、教育の好循環を生成すると考えられる。
　　　　　　　さらに、この事例検討会が、教員相互の学びの場となり、学校教育の質の変換を図る好
機となり得る。このような意味からも、松本地区における本学教育学部の担うべき役割は
大きい。
・報　告・
研究成果　：1．平成29年度松本大学教員免許状更新講習「投影法を活かした児童理解」開講
　　　　　　　小学校教員を対象に、SCT（文章完成法）、P-Fスタディ、風景構成法、スクイッ
グル法、コラージュ療法など、投影法による心理査定や心理療法の理論について学
ぶ機会を設けた。
　　　　　　　演習や事例検討をとおして、児童の内的世界を理解するための方法について、よ
り実践的に習得できるプログラムを組んだ。この点は、受講者アンケートの自由記
述にも反映されている。
　　　　　　2．平成29年度後期松本大学教職課程「教育相談」授業実践
　　　　　　　授業のなかで、SCTとP-Fスタディを取り上げるとともに、＜学校教育への応用＞
という発展的な観点からの考察も加えて、学習を深化させた。
　　　　　　　具体的な応用例としては、国語・道徳・特別活動・総合的な学習の時間などにお
ける、「刺激語による短文づくり」や「ひとコマ漫画の吹き出し文づくり」などが
考えられる。
　　　　　　　授業実践の一例として、本年度開催の学内研究発表会にて、「コラージュ療法の
作品をとおしての生徒理解」について報告を行った。
　　　　　　3．現職教員を対象にした事例検討会の実施
　　　　　　　文章や表現作品などを媒体にして、気がかりな児童生徒に関する事例検討会を開
催する予定である。
　　　　　　　教育学部の教育相談・共同研究推進センターが中心になって、平成29年度に「教
師のための相談サポート」を立ち上げたが、この事業と関連して本研究を展開して
くことを想定している。
学会発表等：2018年3月5日
論文執筆等：「描画のなかに表出された『言葉』に関する一考察―心理臨床場面における言語化とその
意義について―」日本基礎教育学会紀要222017年（PP.12-18）
研究費利用率：100％
和田　順一
・申　請・
研究課題名：スピーキング力向上のための指導の在り方
研究の目的：　新学習指導要領が2020年度から実施されていく中で、「次期学習指導要領等に向けた
これまでの審議のまとめ（報告）」によれば、外国語中ではこれまでの4技能という目標設
定から、CEFRの基準とした5領域（書くこと、読むこと、話すこと（やり取り）、話すこと（発
表）、書くこと）へと変更になった。その中でも「話すこと」技能においては、上記の通り
「話すこと（やりとり：Interaction）と「話すこと（発表：Production）」の二つに分けられ設
定されることとなった。
　　　　　　　また、小学校ではその能力をPre-A1程度、中学校ではA1-A2,高等学校では必修科目で
A2、選択科目でB1レベルを目指している。その高校卒業時（選択科目での）のレベル内容
は、話すこと（やり取り）に関しては、「香料の場所（店、駅など）において、自分の問題を説
明し、解決することができるようにする」「身近な話題や興味関心のある事柄について、準
備をしないで会話に参加することができるようにする」「身近な話題や知識のある話題につ
いて、簡単な栄伍を用いて情報や意見を交換することができるようにする」となっている。
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　　　　　　　これらの目標を高校卒業時に達成するために、生徒はどのようは技能や思考を習得して
いく必要があるのか。日本の環境において学習者は「話すこと（Interaction）」においてど
のように考え、どのような指導を行えば、その技能は伸長していくかを考えていく。
　　　　　　　今年度はパイロットスタディとして、その技能の伸長に関わる周辺にあると考えられる、学
習者の要因等（学習者がなぜ話そうとしないのか、なぜ話せないのか、英語能力に関する
問題であるのか、又は他の要素に起因するものであるのか等）について文献を整理し、アン
ケ トー等を利用し調査をしていく。またそれらにまつわる要因の選別、解決方向について検
討をしていく。
・報　告・
研究成果　：　MERRIERApproachのParaphraseの方法を具体化した授業用教材を使用し、2017年
度後期授業の第11回から第15回の計5回にわたり、Paraphraseの方法の説明を実施した。
実験協力者が少数であり、一般化や断定は不可能ではあるが、明示的なParaphraseの指
導によりスピーキングの総語数に影響はなかった。しかしこれはAwareness等の問題も含
んでいるため、次回の実験への示唆としては、スピーチの話し始めを指示し、スピーチの出
だしを行いやすくすること、トピックの難易度の再検討、またスピーチをした後、ビデオを視
聴しながらどのように感じていたか、等の聞き取りを工夫していくことが考えられた。
学会発表等：松本大学研究発表会
　　　　　　その他、今後検討する。
論文執筆等：今後検討する。
研究費利用率：95.0％
